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議案第25号 

 

   令和３年度松野町国民健康保険特別会計予算 

 

 令和３年度松野町の国民健康保険特別会計の予算は、次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ613,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は、10,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次の

とおりと定める。 

 ⑴ 各項に計上した給料、職員手当等及び共済費（賃金に係る共済費を除く。）並びに保険給付費に係る予算額に過不足を生

じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用 

 

 

 

     令和３年３月10日提出 

 

松野町長 坂 本   浩 
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第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算    （当初予算）
（歳入） （単位：千円）

款 項 金　　額

令和 3年度松野町国民健康保険特別会計予算に関する説明書

６５，９１９
1.国民健康保険税

国民健康保険税1.
６５，９１９

１
2.使用料及び手数料

手数料1.
１

１
3.国庫支出金

国庫補助金1.
１

４７４，５３２
4.県支出金

県補助金1.
４７４，５３２

５６
5.財産収入

財産運用収入1.
５６

１
6.寄附金

寄附金1.
１

６４，９５２
7.繰入金

他会計繰入金1.
６４，９５１

基金繰入金2.
１

７，５２９
8.繰越金

繰越金1.
７，５２９
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―　3　― 国保

（歳入） （単位：千円）

款 項 金　　額

９
9.諸収入

延滞金及び過料1.
２

預金利子2.
１

雑入3.
６

歳　　入　　合　　計
６１３，０００



第　1　表　　歳　入　歳　出　予　算    （当初予算）
（歳出） （単位：千円）

款 項 金　　額

令和 3年度松野町国民健康保険特別会計予算に関する説明書

1.総務費
１８，８６４

1.総務管理費
１１，４００

2.徴税費
７，３０４

3.運営協議会費
１６０

2.保険給付費
４６９，１８９

1.療養諸費
４０３，３５１

2.高額療養費
６０，１０２

3.出産育児諸費
２，１０２

4.葬祭諸費
２２５

5.移送費
１１

6.傷病手当費
３，３９８

3.国民健康保険事業費納付金
１１０，８７２

1.医療給付費分
８２，０５４

2.後期高齢者支援金等
２２，７９５

3.介護納付金分
６，０２３

4.共同事業拠出金
１

1.共同事業拠出金
１
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―　5　― 国保

（歳出） （単位：千円）

款 項 金　　額

5.財政安定化基金拠出金
１

1.財政安定化基金拠出金
１

6.保健事業費
８，３５０

1.特定健康診査等事業費
７，４３８

2.保健事業費
９１２

7.基金積立金
５６

1.基金積立金
５６

8.諸支出金
１，４１５

1.繰出金
１，１００

2.償還金及び還付加算金
３１５

9.予備費
４，２５２

1.予備費
４，２５２

歳　　出　　合　　計
６１３，０００



Ⅰ　歳　入　歳　出　予　算　事　項　別　明　細　書    （当初予算）

（歳入） （単位：千円）

款 本年度予算額 前年度予算額 比　　較

1.総　括

(構成比%) (構成比%) (伸率%)

1.国民健康保険税
６５，９１９ ６９，６６０ △３，７４１
（１０．８） （１１．３） （△５．４）

2.使用料及び手数料
１ １ ０

（０．０） （０．０） （０．０）

3.国庫支出金
１ ３５３ △３５２

（０．０） （０．１） （△９９．７）

4.県支出金
４７４，５３２ ４７７，７２７ △３，１９５
（７７．４） （７７．６） （△０．７）

5.財産収入
５６ ９３ △３７

（０．０） （０．０） （△３９．８）

6.寄附金
１ １ ０

（０．０） （０．０） （０．０）

7.繰入金
６４，９５２ ６７，１４１ △２，１８９
（１０．６） （１０．９） （△３．３）

8.繰越金
７，５２９ １，０１３ ６，５１６
（１．２） （０．２） （６４３．２）

9.諸収入
９ １１ △２

（０．０） （０．０） （△１８．２）

歳　　入　　合　　計
６１３，０００ ６１６，０００ △３，０００
（１００．０） （１００．０） （△０．５）
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（歳出） （単位：千円）

本年度予算額 前年度予算額 比　　較 特　定　財　源

国県支出金 地　方　債 そ　の　他
一般財源

款
本　年　度　予　算　額　の　財　源　内　訳

(構成比%) (構成比%) (伸率%)
1.総務費

18,864 18,906 △42 1,430 17,434
(3.1) (△0.2)(3.1)

2.保険給付費

469,189 474,701 △5,512 466,845 1,400 944
(76.5) (△1.2)(77.1)

3.国民健康保険事業費納付金

110,872 106,050 4,822 110,872
(18.1) (4.5)(17.2)

4.共同事業拠出金

1 1 0 1
(0.0) (0.0)(0.0)

5.財政安定化基金拠出金

1 1 0 1
(0.0) (0.0)(0.0)

6.保健事業費

8,350 8,535 △185 5,157 979 2,214
(1.4) (△2.2)(1.4)

7.基金積立金

56 93 △37 56
(0.0) (△39.8)(0.0)

8.諸支出金

1,415 2,861 △1,446 1,100 315
(0.2) (△50.5)(0.5)

9.予備費

4,252 4,852 △600 4,252
(0.7) (△12.4)(0.8)

474,532
歳　　出　　合　　計

613,000 616,000 △3,000 130,741 7,727
(100.0) (100.0) (△0.5)



2.歳　入

1.款 国民健康保険税 項 1.国民健康保険税 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

46,4721. 1. ・医療給付費分現年課税分一般被保険者国民健康保 65,884 69,556 △3,672 医療給付費分現年課税分46,472
険税

13,1802. ・後期高齢者支援金分現年課 後期高齢者支援金分現年課税分13,180
税分

3,7473. ・介護納付金分現年課税分 介護納付金分現年課税分3,747

1,7854. ・医療給付費分滞納繰越分 医療給付費分滞納繰越分1,785

4905. ・後期高齢者支援金分滞納繰 後期高齢者支援金分滞納繰越分490
越分

2106. ・介護納付金分滞納繰越分 介護納付金分滞納繰越分210

12. 1. ・医療給付費分現年課税分退職被保険者等国民健康 35 104 △69 医療給付費分現年課税分1
保険税

12. ・後期高齢者支援金分現年課 後期高齢者支援金分現年課税分1
税分

13. ・介護納付金分現年課税分 介護納付金分現年課税分1

204. ・医療給付費分滞納繰越分 医療給付費分滞納繰越分20

65. ・後期高齢者支援金分滞納繰 後期高齢者支援金分滞納繰越分6
越分

66. ・介護納付金分滞納繰越分 介護納付金分滞納繰越分6

65,919 69,660 △3,741計

1 款合計 65,919 69,660 △3,741

―　8　― 国保1.款 国民健康保険税



―　9　― 国保2.款 使用料及び手数料

2.款 使用料及び手数料 項 1.手数料 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

11. 1. ・督促手数料督促手数料 1 1 0 督促手数料1

1 1 0計

2 款合計 1 1 0

3.款 国庫支出金 項 1.国庫補助金

11. 1. ・災害臨時特例補助金災害臨時特例補助金 1 1 0 災害臨時特例補助金1

社会保障・税番号制度シ 廃止目0 352 △352
ステム整備費補助金

1 353 △352計

3 款合計 1 353 △352

4.款 県支出金 項 1.県補助金

463,4471. 1. ・普通交付金保険給付費等交付金 474,532 477,727 △3,195 普通交付金463,447

2,3882. ・特別交付金 保険者努力支援分11,085
5,928・特別調整交付金分（市町分）
671・県繰入金（２号分）

2,098・特定健康診査等負担金

474,532 477,727 △3,195計

4 款合計 474,532 477,727 △3,195



5.款 財産収入 項 1.財産運用収入 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

561. 1. ・利子及び配当金利子及び配当金 56 93 △37 財政調整基金預金利子56

56 93 △37計

5 款合計 56 93 △37

6.款 寄附金 項 1.寄附金

11. 1. ・一般寄付金寄付金 1 1 0 一般寄付金1

1 1 0計

6 款合計 1 1 0

7.款 繰入金 項 1.他会計繰入金

17,4341. 1. ・職員給与費等繰入金一般会計繰入金 64,951 67,140 △2,189 職員給与費等繰入金17,434

9,3872. ・財政安定化支援事業繰入金 財政安定化支援事業繰入金9,387

1,4003. ・出産育児一時金等繰入金 出産育児一時金等繰入金1,400

23,1734. ・保険基盤安定繰入金（保険 保険基盤安定繰入金（保険税軽減分）23,173
税軽減分）

10,4625. ・保険基盤安定繰入金（保険 保険基盤安定繰入金（保険者支援分）10,462
者支援分）

9796. ・特定健康診査繰入金 特定健康診査繰入金979

―　10　― 国保5.款 財産収入



―　11　― 国保7.款 繰入金

7.款 繰入金 項 1.他会計繰入金 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

2,1161. 7. ・その他一般会計繰入金一般会計繰入金 その他一般会計繰入金2,116

64,951 67,140 △2,189計

7.款 繰入金 項 2.基金繰入金

11. 1. ・財政調整基金繰入金財政調整基金繰入金 1 1 0 財政調整基金繰入金1

1 1 0計

7 款合計 64,952 67,141 △2,189

8.款 繰越金 項 1.繰越金

7,5291. 1. ・前年度繰越金繰越金 7,529 1,013 6,516 前年度繰越金7,529

7,529 1,013 6,516計

8 款合計 7,529 1,013 6,516

9.款 諸収入 項 1.延滞金及び過料

11. 1. ・延滞金延滞金 1 1 0 延滞金1

12. 1. ・過料過料 1 1 0 過料1

2 2 0計



9.款 諸収入 項 2.預金利子 （単位：千円）

節
説　　　　　　　　　明

金　額区　　分
比　較前年度本年度目

11. 1. ・預金利子預金利子 1 1 0 預金利子1

1 1 0計

9.款 諸収入 項 3.雑入

11. 1. ・一般被保険者第三者納付金第三者納付金 2 2 0 一般被保険者第三者納付金1

12. ・退職被保険者第三者納付金 退職被保険者第三者納付金1

12. 1. ・一般被保険者返納金返納金 2 2 0 一般被保険者返納金1

12. ・退職被保険者返納金 退職被保険者返納金1

13. 1. ・雑入雑入 2 4 △2 雑入2
1・特定健康診査徴収金

6 8 △2計

9 款合計 9 11 △2

613,000 616,000 △3,000歳入合計

―　12　― 国保9.款 諸収入



―　13　― 国保

3.歳　出

1.款総務費

款 1.総務費 項 1.総務管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 2.給料一般管理費 10,870 10,971 △101 1,430 9,440 一般職給3,029 3,029・

3.職員手当等 扶養手当1,931 318・
時間外勤務手当 152・
期末手当 708・
勤勉手当 477・
住居手当 276・

4.共済費 職員共済組合負担金978 978・

8.旅費 普通旅費7 7・

10.需用費 消耗品費509 286・
印刷製本費 223・

11.役務費 通信運搬費68 68・

12.委託料 電算共同処理委託料3,729 390・
電算共同処理外委託料 218・
第三者行為求償事務委託料 16・
国保事業報告システム保守委託料 198・
レセプト点検委託料 257・
国民健康保険システム改造委託料 792・
国保情報集約システム運用委託料 300・
国民健康保険特別調整交付金（結核・ 1,430・
精神）申請支援業務委託料
海外療養費不正請求対策委託料 128・

13.使用料及び 複写機使用料76 10・
賃借料 県資料作成システム使用料 66・



款 1.総務費 項 1.総務管理費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補一般管理費 退職手当負担金543 515・
助及び交付 国保連合会地単公費償還額計算処理共 4・
金 同事業負担金

オンライン資格確認等実施運営負担金 24・

2. 18.負担金、補連合会負担 530 469 61 530 国保連合会負担金530 530・
助及び交付金
金

11,400 11,440 △40 1,430 9,970計

款 1.総務費 項 2.徴税費

1. 2.給料賦課徴収費 7,304 7,306 △2 7,304 一般職給3,527 3,527・

3.職員手当等 通勤手当1,923 86・
時間外勤務手当 177・
期末手当 783・
勤勉手当 583・
住居手当 294・

4.共済費 職員共済組合負担金1,158 1,158・

8.旅費 普通旅費7 7・

10.需用費 消耗品費89 17・
印刷製本費 72・

18.負担金、補 退職手当負担金600 600・
助及び交付
金

―　14　― 国保1.款総務費



―　15　― 国保1.款総務費

款 1.総務費 項 2.徴税費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

7,304 7,306 △2 7,304計

款 1.総務費 項 3.運営協議会費

1. 1.報酬運営協議会 160 160 0 160 国民健康保険運営協議会委員報酬160 160・
費

160 160 0 160計

1 款合計 18,864 18,906 △42 1,430 17,434

款 2.保険給付費 項 1.療養諸費

1. 18.負担金、補一般被保険 400,000 405,000 △5,000 400,000 一般被保険者療養給付費400,000 400,000・
助及び交付者療養給付
金費

2. 18.負担金、補退職被保険 1 1 0 1 退職被保険者等療養給付費1 1・
助及び交付者等療養給
金付費

3. 18.負担金、補一般被保険 2,000 2,000 0 2,000 一般被保険者療養費2,000 2,000・
助及び交付者療養費
金

4. 18.負担金、補退職被保険 1 1 0 1 退職被保険者等療養費1 1・
助及び交付者等療養費
金



款 2.保険給付費 項 1.療養諸費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

5. 11.役務費審査支払手 1,349 1,334 15 1,332 17 診療報酬審査支払手数料1,349 1,276・
数料 施術報酬審査支払手数料 18・

レセプト電算処理システム手数料 17・
療養費審査手数料 38・

403,351 408,336 △4,985 403,334 17計

款 2.保険給付費 項 2.高額療養費

1. 18.負担金、補一般被保険 60,000 64,000 △4,000 60,000 高額療養費支給金60,000 60,000・
助及び交付者高額療養
金費

2. 18.負担金、補退職被保険 1 1 0 1 高額療養費支給金1 1・
助及び交付者等高額療
金養費

3. 18.負担金、補一般被保険 100 100 0 100 高額介護合算療養費支給金100 100・
助及び交付者高額介護
金合算療養費

4. 18.負担金、補退職被保険 1 1 0 1 高額介護合算療養費支給金1 1・
助及び交付者等高額介
金護合算療養

費

60,102 64,102 △4,000 60,102計

―　16　― 国保2.款保険給付費



―　17　― 国保2.款保険給付費

款 2.保険給付費 項 3.出産育児諸費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補出産育児一 2,100 2,100 0 1,400 700 出産育児一時金2,100 2,100・
助及び交付時金
金

2. 11.役務費審査支払手 2 2 0 2 審査支払手数料2 2・
数料

2,102 2,102 0 1,400 702計

款 2.保険給付費 項 4.葬祭諸費

1. 18.負担金、補葬祭費 225 150 75 225 葬祭費225 225・
助及び交付
金

225 150 75 225計

款 2.保険給付費 項 5.移送費

1. 18.負担金、補一般被保険 10 10 0 10 一般被保険者移送費10 10・
助及び交付者移送費
金

2. 18.負担金、補退職被保険 1 1 0 1 退職被保険者等移送費1 1・
助及び交付者等移送費
金

11 11 0 11計



款 2.保険給付費 項 6.傷病手当費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補傷病手当金 3,398 0 3,398 3,398 傷病手当金3,398 3,398・
助及び交付
金

3,398 0 3,398 3,398計

2 款合計 469,189 474,701 △5,512 466,845 1,400 944

款 3.国民健康保険事業費納付金 項 1.医療給付費分

1. 18.負担金、補一般被保険 82,053 72,588 9,465 82,053 一般被保険者医療給付費分納付金82,053 82,053・
助及び交付者医療給付
金費分

2. 18.負担金、補退職被保険 1 1 0 1 退職被保険者等医療給付費分納付金1 1・
助及び交付者等医療給
金付費分

82,054 72,589 9,465 82,054計

款 3.国民健康保険事業費納付金 項 2.後期高齢者支援金等

1. 18.負担金、補一般被保険 22,794 25,185 △2,391 22,794 一般被保険者後期高齢者支援金等分納22,794 22,794・
助及び交付者後期高齢 付金
金者支援金等

分
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―　19　― 国保3.款国民健康保険事業費納付金

款 3.国民健康保険事業費納付金 項 2.後期高齢者支援金等 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

2. 18.負担金、補退職被保険 1 1 0 1 退職被保険者等後期高齢者支援金等分1 1・
助及び交付者等後期高 納付金
金齢者支援金

等分

22,795 25,186 △2,391 22,795計

款 3.国民健康保険事業費納付金 項 3.介護納付金分

1. 18.負担金、補介護納付金 6,023 8,275 △2,252 6,023 介護納付金分納付金6,023 6,023・
助及び交付分
金

6,023 8,275 △2,252 6,023計

3 款合計 110,872 106,050 4,822 110,872

款 4.共同事業拠出金 項 1.共同事業拠出金

1. 18.負担金、補共同事業拠 1 1 0 1 共同事業事務費拠出金1 1・
助及び交付出金
金

1 1 0 1計

4 款合計 1 1 0 1



款 5.財政安定化基金拠出金 項 1.財政安定化基金拠出金 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 18.負担金、補財政安定化 1 1 0 1 財政安定化基金拠出金1 1・
助及び交付基金拠出金
金

1 1 0 1計

5 款合計 1 1 0 1

款 6.保健事業費 項 1.特定健康診査等事業費

1. 1.報酬特定健康診 7,438 7,659 △221 4,486 979 1,973 会計年度任用職員報酬277 277・
査等事業費

7.報償費 栄養士報償費360 360・

10.需用費 消耗品費308 101・
燃料費 96・
修繕料 80・
医薬材料費 31・

11.役務費 通信運搬費375 104・
車検手数料 19・
タイヤ組替手数料 9・
特定健診等データ管理手数料 207・
自動車損害賠償責任保険料 22・
自動車損害共済分担金 14・

12.委託料 庁用自動車整備管理委託料5,414 2・
特定健康診査等委託料 5,412・

13.使用料及び 特定健診等ＷＥＢ予約システム使用料24 24・
賃借料

―　20　― 国保5.款財政安定化基金拠出金



―　21　― 国保6.款保健事業費

款 6.保健事業費 項 1.特定健康診査等事業費 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 17.備品購入費特定健康診 保健事業支援ソフトウェア購入費93 93・
査等事業費

18.負担金、補 特定健診受診啓発ＣＭ製作負担金580 10・
助及び交付 ＫＤＢシステム負担金 295・
金 特定健診等データ管理システムサブシ 34・

ステム開発運用負担金
特定健診等システム運用負担金 241・

26.公課費 自動車重量税7 7・

7,438 7,659 △221 4,486 979 1,973計

款 6.保健事業費 項 2.保健事業費

1. 10.需用費保健衛生普 912 876 36 671 241 消耗品費98 75・
及費 医薬材料費 23・

11.役務費 通信運搬費336 303・
文書作成手数料 33・

12.委託料 特定健康診査等委託料428 224・
医療費通知委託料 161・
ジェネリック医薬品差額通知委託料 43・

18.負担金、補 はり・きゅう施術補助金50 50・
助及び交付
金

912 876 36 671 241計

6 款合計 8,350 8,535 △185 5,157 979 2,214



款 7.基金積立金 項 1.基金積立金 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

1. 24.積立金財政調整基 56 93 △37 56 財政調整基金積立金56 56・
金積立金

56 93 △37 56計

7 款合計 56 93 △37 56

款 8.諸支出金 項 1.繰出金

1. 27.繰出金直営診療施 1,100 2,546 △1,446 1,100 中央診療所特別会計繰出金1,100 1,100・
設勘定繰出
金

1,100 2,546 △1,446 1,100計

款 8.諸支出金 項 2.償還金及び還付加算金

1. 22.償還金、利一般被保険 310 310 0 310 還付金310 300・
子及び割引者保険税還 還付加算金 10・
料付金及び還

付加算金

2. 22.償還金、利退職被保険 2 2 0 2 還付金2 1・
子及び割引者等保険税 還付加算金 1・
料還付金及び

還付加算金

3. 22.償還金、利保険給付費 1 1 0 1 保険給付費等交付金返還金1 1・
子及び割引等交付金償
料還金
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―　23　― 国保8.款諸支出金

款 8.諸支出金 項 2.償還金及び還付加算金 （単位：千円）

目 本年度 前年度 比　較
本年度予算額の財源内訳
特　定　財　源

国県支出金 地方債 その他
一般財源

節

区　分 金　額
説　　　　　　　明

4. 22.償還金、利その他償還 2 2 0 2 療養給付費等負担金償還金2 1・
子及び割引金 普通調整交付金返還金 1・
料

315 315 0 315計

8 款合計 1,415 2,861 △1,446 1,100 315

款 9.予備費 項 1.予備費

1.予備費 4,252 4,852 △600 4,252

4,252 4,852 △600 4,252計

9 款合計 4,252 4,852 △600 4,252

613,000 616,000 △3,000 474,532 130,741 7,727歳出合計



１．特別職

２．一般職及び会計年度任用職
　（１）総　括

1

0

国保

備 考報 酬

(千円) (千円)

160

(月分) (千円)

Ⅱ　給与費明細書

区 分
職員数

給 与 費

共 済 費 合 計

(人) (千円) (千円)

期 末 手 当
給 料 計(千円)

年 間 支 給 率

長 等

本年度
その他 12 160

議 員

計 12 160

160

160 160

160

長 等

前年度
その他 12 160

議 員

160 160

計 12 160 160

長 等

議 員
比 較

その他 0 0 0 0

計 0 0 0 0

区 分
職員数

給 与 費
共 済 費 合 計

(千円) (千円)
備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度
( )

277 6,556 3,854
1

10,687 2,136 12,823
2

前 年 度
( )

696 6,402 3,671 10,769 2,092 12,861
2

比 較
( )

△ 419 154 183 △ 82 44 △ 38
0

国民健康保険運営委員

国民健康保険運営委員
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　（２）給料及び職員手当の増減額の明細

定期昇給 千円
その他 千円

　（３）一般職の給料及び職員手当の状況
　　　ア．職員１人当たり給与

63
120

3,854

区分
扶養手当 通勤手当

時 間 外 宿 日 直
期末手当 勤勉手当

管 理 職 員 特 管 理 職
住居手当 児童手当

勤務手当 手 当 別 勤 務 手 当 手 当
(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

職 員 手 当
本 年 度 318 86 329 1,491 1,060 570

の 内 訳
前 年 度 198 86 321 1,460 1,036 570

比 較 120 0 8 31 24 0

区 分
増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳

説 明 備 考
(千円) (千円)

給 料 154
給 与 改 定 に 伴 う

そ の 他 の 増 減 分 154 定期昇給

増 減 分

昇 給 に 伴 う

増 加 分

職 員 手 当 183
制 度 改 正 に 伴 う

増 減 分

そ の 他 の 増 減 分 183

区 分 一 般 行 政 職 労 務 職

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 271,601

令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 302,251

令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 現 在 平 均 給 与 月 額 （ 円 ） 312,184

平 均 年 齢 （ 歳 ） 39.0

平 均 給 料 月 額 （ 円 ） 266,701

平 均 年 齢 （ 歳 ） 38.0



　　　イ．初任給

　　　ウ．級別職員数

労 務 職 国 の 制 度

（円） （円） 一 般 行 政 職

高 校 卒 153,564 150,600

区 分
一 般 行 政 職

一 般 行 政 職 労 務 職

級 職 員 数

(円) 労 務 職 (円)

(％) 級 職 員 数 (人)

大 学 卒 186,427 182,200

区 分
構 成 比 (％)(人)

7 級
( ) ( )

構 成 比

令 和 ３ 年 ４ 月 １ 日 現 在
6 級

( ) ( )

5 級
( ) ( )

4 級
( ) ( )

3 級
( ) ( )

1 50.0
3 級

( ) ( )

2 級
( ) ( )

1 50.0
2 級

( ) ( )

1 級
( ) ( )

1 級
( ) ( )

計
( ) ( )

計
( ) ( )

2 100.0

7 級
( ) ( )

令 和 ２ 年 ４ 月 １ 日 現 在
6 級

( ) (

5 級
( ) (

4 級
( ) (

)

)

)
1 50.0

)

)

2 級
( ) (

3 級
( ) (

3 級
( ) (

() )

1 級
( ) (

)
1 50.0

2 級

)

(

100.0

)
1 級

( (

計
( ) ( )

計
( ) ( )

2

)
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　（級別の標準的な職務内容）

　　　エ．昇給

　　　オ．期末手当・勤勉手当

栄 養 士 技 師 補
主任保育士 保 育 士

主 幹 主 幹 園 長

栄 養 士
保 健 師

上級保育士 主任栄養士
技 師

保 育 士

園 長

区 分 合 計
代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

職 員 数 (Ａ) (人) 2 2
本

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

号 級 数 別 内 訳
4 号 級 (人)
2 号 級 (人)

6 号 級 (人)
8 号 級 (人)

号 級 (人)
比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)
職 員 数 (Ａ) (人) 2 2

前

年

度

昇 給 に 係 る 職 員 数 (Ｂ) (人)

号 級 数 別 内 訳
4 号 級 (人)
2 号 級 (人)

6 号 級 (人)
8 号 級 (人)

号 級 (人)
比 率 (Ｂ)／(Ａ) (％)

区 分
支 給 期 別 支 給 率 支 給 率 計 職 制 上 の 段 階 、 職 務 の

備 考
６ 月 (月分) 1 ２ 月 (月分) ３ 月 (月分) (月分) 級 等 に よ る 加 算 措 置

本 年 度
( ) ( ) ( ) ( )

有
2.225 2.225 4.450

前 年 度
( ) ( ) ( ) ( )

有
2.250 2.250 4.500

国 の 制 度
( ) ( ) ( ) ( )

有
2.225 2.225 4.450

区 分 ６ 級 ５ 級 ４ 級 ３ 級 ２ 級

主 査 主 事

一般行政職

課 長 課 長 課 長 補 佐 課 長 補 佐 上級専門員
局 長 局 長

主任保健師 保 健 師

主 事 補専 門 員 技 師

１ 級

係 長

室 長 室 長 保 健 師 長 保 健 師 長 上級保健師
事 務 長 事 務 長 上級栄養士



　　　カ．定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

　　　キ．地域手当

　　　ク．特殊勤務手当

　　　ケ．その他の手当

令和元年人勧により、支給対象となる家賃額の下限を4,000円を引上げ、手当上限を1,000円引上げる改定
を行ったが、地域事情等を考慮し愛媛県は改定を行わなかった。給与等については県準拠としているた
め、松野町も同様に改定なしとした。

区 分
20 年 勤 続 の 者 25 年 勤 続 の 者 35 年 勤 続 の 者 最 高 限 度 そ の 他 の 退 職 時 特 別

備 考
（月分） （月分） （月分） （月分） 加 算 措 置 等 昇 給

定 年 前 早 期

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置

(2～20％加算)

国 の 制 度
定 年 前 早 期

24.586875 33.27075 47.709 47.709 退 職 特 例 措 置
( 支 給 率 等 )

(2～20％加算)

支 給 対 象 地 域
支 給 率 （％）
支 給 対 象 職 員 数 （人）
国 の 制 度 （ 支 給 率 ） （％）

区 分 全 職 種
代 表 的 な 職 種
一 般 行 政 職 労 務 職

給料総額に対する比率 （％）
支 給 対 象 職 員 の 比 率

（％）
（令和　年　月　日現在）
代 表 的 な 特 殊 勤 務

手 当 の 名 称

区 分 国 の 制 度 と の 異 同 差 異 の 内 容

通 勤 手 当 同　　　　じ

扶 養 手 当 同　　　　じ

住 居 手 当 異 　な 　る
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